
サステナビリティへの取り組み

　社会課題の解決に向けた取り組みを一層推進するため、当行グループとの親和性を踏まえて解決に挑戦するべき
マテリアリティ（重点項目）を特定しました。

　3つのマテリアリティ（重点項目）に対して、多様なステークホルダーと具体的なアプローチにより、地域の
豊かな未来をともに築いてまいります。

地域経済・社会

ダイバーシティ＆インクルージョン 環境保全

取引先企業の生産性向上

イノベーションの創出 お客さまと当行のCO2削減

県内の雇用機会の創出 個人保有資産の向上

女性活躍推進

女性活躍推進におけるリーディングカンパ
ニーとなり、県内のイノベーションを牽引

環境対応ソリューション

お客さまと当行グループのCO2削減を図る
ことで、低炭素・循環型社会を実現

高齢者向けソリューション

相 続 や 事 業 承 継 対 策 に 加 え、 
安心した老後生活をサポートする
サービスを提供

ライフプランソリューション

人生100年時代におけるさまざま
な ラ イ フ イ ベ ン ト へ 対 応 し、 
お客さまの夢の実現をサポート

誇り・自己実現

京葉銀行グループにいたからこそ感じ 
られる誇りや自己実現の場を提供

経営課題ソリューション

経 営 計 画 の 策 定 支 援 を 軸 に、 
川上から川下まで一貫した総合
金融サービスを提供

地域共創ソリューション

地域振興案件を自ら生み出し、
プロジェクトの中心的な存在と
して地域振興を実践

人口減少・
少子高齢化

お一人様世帯、
空き家の増加

待機児童の増加

金融政策の転換

資産形成ニーズの
高まり

デジタル化の
進展

ライフスタイルの
変化

企業の社会的
責任の高まり

後継者不足

医療・福祉
ニーズの増加

人手不足

生産性の向上

事業再構築

キャッシュレス化の
進展

働き方の多様化

低炭素・循環型
社会への移行

京葉銀行グループの企業理念や全役職員の声を
踏まえて「解決したい課題」を特定

京葉銀行グループとの親和性

全役職員の声
● 全職員向けアンケートの実施
● サステナビリティ委員会での議論

京葉銀行グループ企業理念

京葉銀行グループの強み
● 強固なお客さま基盤
● 地域に密着した店舗ネットワーク
● 主要マーケットのポテンシャル
● 地域に根差したソリューション人財
● グループ一体での多様な情報・ソリューション
● 健全な財務基盤

地域経済・社会
地域経済の発展

ダイバーシティ＆
インクルージョン

自分らしく活躍できる社会づくり

環境保全
低炭素・循環型社会の実現

　当行グループは、「京葉銀行グループサステナビリティ方針」に基づき、持続可能な社会の実現と当行グループの

企業価値向上の両立を目指し、サステナビリティを巡る課題解決に取り組んでおります。

　サステナビリティへの取り組みを強化し、中長期
的な視点による経営戦略の構築と各施策の実効性 
向上を図るため、頭取を委員長とする「サステナビリティ
委員会」を設置しています。同委員会を原則として
半期に1回開催し、サステナビリティに関連する事項
について協議・検討を行い、取締役会に報告する体制
としています。併せて、サステナビリティを巡る課題
への具体的な対応について組織横断的に検討する
ため、下部組織として「サステナビリティ検討部会」
を設置しています。

サステナビリティ委員会における主な協議・検討事項
（2025年度）

● サステナビリティKPIの進捗状況
● 地域共創ソリューションの取組状況
● 女性活躍推進の取組状況
● 健康経営高度化に向けた取組状況
● 脱炭素顧客支援の取組状況

「京葉銀行グループサステナビリティ方針」の詳細については、当行Webサイトをご参照ください。

 https://www.keiyobank.co.jp/sustainability/

　京葉銀行グループは、金融仲介機能の発揮とお客さま本位の良質なサービスの提供等を通じて、気候変動等の 
環境問題をはじめとするさまざまな社会的課題の解決に取り組み、地域経済の発展と当行グループの企業価値向
上の好循環サイクルを創出し、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

SDGs宣言

重点項目

行動規範

人権方針

取組方針

環境方針

投融資方針

1. 地域経済・社会
2. ダイバーシティ&インクルージョン
3. 環境保全

サステナビリティ委員会

構成 委員長：頭取
委員：常務執行役員以上

開催頻度 原則半期に１回

役割

● �サステナビリティに関する基本方針の策定および重要課題
の特定

● �サステナビリティ向上に資する取り組みに関する進捗状況
把握・効果検証・指導

● �その他サステナビリティの観点から必要と認められる事項

サステナビリティ検討部会

構成 部会長：経営企画部長
部会委員：本部関連部部長

開催頻度 原則月１回

役割
● �当行グループSDGs宣言に掲げる3つの重点項目に応じた

課題の検討・進捗管理

取締役会

本部・営業店・関係会社

報告

報告・提言

監督

価値創造に向けた戦略

京葉銀行グループサステナビリティ方針

サステナビリティ推進体制

マテリアリティ（重点項目）の特定プロセス

提供していきたい主な価値

P.22

P.23

P.38

P.39

P.63

サステナビリティ推進室 社会課題解決の実行性を高め、社会価値の向上を実現新設

社会課題の抽出 社会課題の特定 マテリアリティ（重点項目）
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長期ビジョン

● �私たちの使命は、いつの時代も「地域の豊かな未来をともに築く」ことです。
● �社会課題の解決を起点にすべてのステークホルダーのエンゲージメント向上と京葉銀行グループの企業価値向上

の両立を実現します。
地域の将来ビジョンを、

地域とともに具体的に考え、行動する企業

京葉銀行グループにいたからこそ、
こんな誇りや感動を得られたと感じられる企業

オンリーワンのサービスを提供する
お客さま満足度No.1の企業

京葉銀行への投資を通じて、
社会への貢献を実感できる企業

地域

従業員

お客さま

株主

京葉銀行グループ

中期経営計画
第20次中期経営計画

第20次中期経営計画は、社会課題の解決力強化に向けた長期ビジョンのフェーズ1として、成長エンジンの再構築

を図る3年間と位置づけ、4つの基本戦略を推進しております。また、ターゲットとしてサステナビリティKPIと財務

KPIを設定しておりましたが、第20次中期経営計画が順調に推移していることに加え、これまで国内の金利環境が計

画よりも高い水準で推移していることなどを踏まえ、2026年2月に財務KPIを上方修正しました。これらのKPIを実

現することで、社会価値と経済価値の両立による企業価値の最大化を目指してまいります。

財務KPI

サステナビリティ
KPI

地域経済・社会

ビジネスマッチング件数 3,189件 4,000件 −

経営計画策定サポート先数＊2 1,082先 1,200先 −

事業承継ソリューション件数＊3 319件 500件 −

地域共創ソリューション件数＊4 428件 400件 −

預かり資産残高 7,115億円 6,500億円 −

相続関連商品成約件数＊5 1,158件 2,000件 −

ダイバーシティ&
インクルージョン

従業員エンゲージメント＊6 83.7％ 80％以上維持 −

女性管理職比率 10.3％ 12％ 30％

環境保全
ESG関連投融資実行額＊7 
うち環境分野向け

8,263億円
4,306億円

− 14,000億円
7,000億円

CO2排出量削減率＊8 25.6％削減 − 50％削減

重点項目 具体的な取り組み 実績
（2025年度）

中計目標
（2026年度）

長期目標
（2032年度）

資本効率性 連結ROE＊1 5.4% 5.5％ ⇒ 6.5％ 8.0％以上 ⇒ 10.0％以上

収益性 連結当期純利益 159億円 160億円 ⇒ 190億円 300億円以上 ⇒ 350億円以上

健全性 連結自己資本比率 10.5％ 10％台 10％台

*1  株主資本ベース
*2  �経営改善計画を含む経営計画策定支援先数（24/3：775先）
*3  事業承継、M&Aの支援件数
*4  産学連携、企業誘致などのソリューション提供件数
*5  遺言信託、資産整理、家族信託などの成約件数

*6  従業員エンゲージメント調査にて｢当行で働くことに満足｣と評価した行員の比率
*7  �環境分野向け、医療・介護分野向け投融資等、ESGに資する投融資における2021年度からの

累積実行額
*8  2013年度比

4つの基本戦略

第20次中期経営計画「＋αVision 90」 フェーズ1 〜挑戦と変革〜

資本マネジメント 経費コントロール りそなHDとの戦略的業務提携 ガバナンス・リスク管理態勢

❶ オンリーワンの課題解決型営業

❹ 経営基盤改革

地域共創ソリューション 法人ソリューション 個人ソリューション

❷ 営業改革 ❸ 人財改革

店舗営業体制の見直し 多様なプロ人財の育成デジタル化推進 社内環境の整備

3つの
改革

計画期間：2024年4月〜2027年3月（3年間）

2030年度目標

2030年度目標

3年累計

3年累計

3年累計

3年累計

価値創造に向けた戦略

長期ビジョンに込めた想い

　新勘定系システムの稼働や人的資本投資の拡大など、これまで積み上げてきた経営資源の次世代化を加速させ、

社会課題の解決を起点にプラスαの価値を提供する「お客さま満足度No.1のソーシャル・ソリューショングループ」

の実現を目指してまいります。

社会価値と経済価値の両立

CSR

利益のみの
追求

サステナビリティ
KPI

財務
KPI

企業価値の
最大化

社
会
価
値

経済価値

社会課題を
解決する
ビジネス
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目指す姿

社会課題の解決力を強化する9年間 創立
90周年課題解決型営業の強化

前中計（19次中計） フェーズ3（22次中計）
成長を加速

フェーズ2（21次中計）
事業領域の拡大

フェーズ1（20次中計）
成長エンジンの再構築

20252024 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

● 対　面 ： 地域特性に応じた戦略的な店舗展開
● �非対面 ： 新アプリを軸としたお客さま接点拡大
● チャネル間でのデータ連携・利活用の強化

● �店頭オペレーション改革 
（事務から営業へ）
● AIを活用した
  業務プロセスの再構築

● 人財ポートフォリオ再構築と女性活躍推進
● �分業による専門性向上とキャリアパスの再構築
● 従業員エンゲージメントの向上

● �オープン系システムを
  活用した生産性の向上
● 戦略的な
  システム投資の拡充

オムニチャネルの進化

人的資本投資の拡大

次世代勘定系
システムの活用

業務プロセスの
解体・再構築

企業文化改革   企業理念の実現に向けた行動の実践

経営資源の次世代化

21 京葉銀行 統合報告書2026 22京葉銀行 統合報告書2026

京
葉
銀
行
に
つ
い
て

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

価
値
創
造
に
向
け
た
戦
略

価
値
創
造
を
支
え
る
基
盤

持
続
可
能
な
社
会
形
成
に

向
け
た
取
り
組
み

デ
ー
タ



地域共創ソリューション
中期経営計画　基本戦略① オンリーワンの課題解決型営業

　佐原信用金庫とともに出資している観光まちづくり会社、株式会社NIPPONIA SAWARAを通じて、香取市佐原
地区の歴史的な資源を活用した地域振興に、継続的に取り組んでいます。
　2025年11月、千葉大学アントレプレナーシップセンターが同地区を舞台に「株式会社NIPPONIA SAWARAの
新規事業として収益を上げるためのビジネスプランを考えて実践せよ」
を題材とした実践プログラムを実施しました。当行は同社が管理する分
散型ホテルや「さわら町屋館」等を学生に案内し、事業背景や利用者層
について学んでもらいながら同地域の独自性に着目したビジネスの計
画・実践を支援しました。
　今後も、観光まちづくり事業を通じた同地区の魅力向上に努めるとと
もに、事業モデルを活用した未来を育むプロジェクトに積極的に寄与し
てまいります。

まちづくりの視点で地域社会とのリレーションを強化することで、魅力のあるまちづくりに貢献してまいります。

地域共創部

　食品ロス問題をはじめとした地域課題解決や千葉駅前大通りの賑わいを取り戻すことを目的として、2022年7月よ
り「CHIBA SDGs Parklet Project」を15回にわたり開催しています。
　2025年10月には千葉市が主催する、「ひと中心とした居心地よく歩きた
くなるまちなか」を創出するための社会実験イベント「CHU-PRO 3DAYS」
と同時開催し、規格外の野菜などを活用した商品の販売やフードドライブ
の設置、県内初となる自律走行型警備ロボットの公道走行などを実施し、
地域の活性化に貢献しました。公共空間を活用した賑わい創出に関する知
見を深めており、それぞれの自治体が抱える課題に対し、中長期的なまち
づくりの視点で専門性の高いソリューションを提供してまいります。

  「CHIBA SDGs Parklet Project」を「CHU-PRO 3DAYS」と同時開催

　千葉ロッテマリーンズファーム本拠地移転が決まった君津市と新たなまちづくりの推進にあたり、2025年11月に包
括連携協定を締結しました。7つの金融機関と君津市が相互に緊密に連携しながら双方が持つ情報・資源・知見等を
有効に活用することで、地域の活性化や市民サービスの向上を図ります。
さらに当行では、2026年1月に「君津駅周辺からボールパークまでの沿
道におけるまちづくりに関する覚書」を締結しました。当行が2022年よ
り開催している「CHIBA SDGs Parklet Project」を通じて培った公共空
間を活用した賑わい創出に関する知見を活かすとともに、商工会議所や
地元企業、地元住民とも連携し、駅周辺の歩道や空き地など公共性の高
い空間や、小糸川沿いの水辺空間を有効活用することで、利用価値の向
上や戦略的なまちづくりに貢献してまいります。

  君津市と「君津駅周辺からボールパークまでの沿道におけるまちづくりに関する覚書」を締結

　災害発生時、明確な支援要請を行うことが
できる「アルファバンク被災地応援プラット
フォーム」を導入しています。これは「自治
体と当行」「当行と取引先等の事業者」がそ
れぞれ災害連携協定を締結し、災害が発生
した際、事業者が協力できる内容を当行があ
らかじめ取りまとめ、その一元化した情報を
自治体に提供する仕組みです。
　2025年10月、自治体として新たに横芝光
町と協定を締結しました。また、事業者は3
社が新たに加わり、合計14社となるなど、
プラットフォームに参加する自治体および企
業の増加により、災害に備えた協力体制の構
築に努めてまいります。

　株式会社新昭和、株式会社ホテル三日月および当行は不動産アセット
マネジメント業務の開始に向けた共同出資者となり、新会社「株式会社
Blue One Capital」を設立しました。千葉県に本社を構える事業会社と金
融機関が共同出資し、不動産アセットマネジメント会社を設立するのは県
内初の取り組みとなります。
　千葉県は、人口の転入超過が継続していることや交通インフラの整備
が一段と進んでいることに加え、海などの豊かな自然に恵まれており、住
まい・物流・観光のいずれにおいても、今後さらなる発展、成長が見込
まれています。この高いポテンシャルを最大限引き出すため、各社の強み
である不動産開発、不動産運営、金融ノウハウを組み合わせ、同社を通
じた投資機会創出と地域課題解決の両立を実現してまいります。

  NIPPONIA SAWARAを題材とした佐原ビジネス実践プログラムで学生に学びの機会を提供

  横芝光町と「自然災害時における支援協力の協定」を締結

  不動産アセットマネジメント業務の開始に向けた新会社設立

大学・
研究機関

地方
自治体

民間
企業

金融機関
他

人口減少・少子高齢化

医療・介護・福祉への対応

災害等リスク

半島性の克服

DX SDGs

千葉県地域が
抱える課題

価値創造に向けた戦略

自治体 四街道市、香取市、栄町、横芝光町

事業者

株式会社ウィード
株式会社やます
株式会社鶴商メンテナンス工業
株式会社アーネスト
株式会社サークランド
アイコミュニケーションズ株式会社
丸金印刷株式会社
翔永運輸株式会社
株式会社サクラコーポレーション
株式会社友和
有限会社西川塗装店
株式会社P&Eフーズ
南総通運株式会社
株式会社マルソク

京葉銀行

事業者さま自治体

③協力内容一元化 ②協力内容情報

④（災害発生時）協力要請

⑤支援の実施

①連携協定 ①連携協定

サステナビリティKPI

（件）

21/4～24/3 24/4～27/3
19次中計
期間累計

20次中計
期間累計

298

198

230
25/4～26/3

20次中計
2年目

20次中計目標 
400

24/4～25/3
20次中計

1年目

地域「共創」
プロジェクト

チーム

地域「開発」
プロジェクト

チーム

第一次産業
医療・介護

観光業
企業誘致

県内の
大規模開発

プロジェクトに対し
本部直接営業で

支援

社会活動推進室 

地域共創グループ

連携強化

地域共創ソリューション件数
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法人ソリューション
中期経営計画　基本戦略① オンリーワンの課題解決型営業

　渉外行員の業務から個人のお客
さま向けの資産家営業と住宅ロー
ン営業を分離し、法人営業に特化
する分業制を導入しています。これ
により法人のお客さまと向き合う時
間を確保するとともに、対話を深
めお客さまの課題を共有し、解決
に向かって伴走支援していくほか、
より専門性を高めた人財が、当行
ならではのカスタマイズサービスを
提供してまいります。

お客さまの
持続的成長を

サポート
お客さまの課題 オンリーワンのソリューション

（川上から川下まで一貫した総合金融サービス）

経営計画策定サポート

コンサルティング

ビジネスマッチング

経営改善計画策定支援（405事業）県内シェアNo.1の知見を活かし、
経営計画策定・実行支援を本格化

事業承継

シローン サステナビリティファイナンス

ストラクチャードファイナンス（不動産・LBO等） エクイティ投資

専門家

SDGs支援

M&A

資本性ローン

販路、仕入・外注先

創業支援 etc..

人材紹介 ICTコンサル

実
行
サ
ポ
ー
ト

川上から川下まで

高度なソリューション

地域プラットフォーム

川
上

川
中

川
下

戦略構築

事業転換

SDGs

事業承継

人材不足

DX

販路拡大

仕入見直し

脱炭素

資金決済

設備投資

資金調達

26/3 27/3

17,034

25/3

16,230

24/3

15,750

21/3

14,236

（億円）
17,930

（計画）

+1,514 +2,180+2,180

26/3 27/3（計画）

38.6

25/3

38.0

24/3

33.2

21/3

13.9

（億円）

47.0

中小企業向け貸出金残高 法人ソリューション関連手数料　高度なソリューションや多様な
資金調達の手段を提供するととも
に、ビジネスマッチングの機会を
創出することで、お客さまの持続
的成長をサポートしてまいります。

ファイナンス 多様な資金調達

当行グループでは、法人のお客さまの課題に対し、川上から川下まで一貫した総合金融サービスを提供することで、

付加価値の高い金融サービス、オンリーワンの課題解決型営業へつなげてまいります。
  経営計画策定サポート

　お客さまの経営改善計画策定支援
（405事業）において、県内シェアNo.1

の知見を有しています。また、グループ
会社の京葉銀キャピタル＆コンサル 
ティングと連携し、経営計画策定・実行
支援を積極的に行うなど、お客さまの
さらなる成長につながるよう伴走支援
してまいります。

経営計画策定サポート先数※1

経営改善計画策定支援
（405事業）2025年度実績

※1 経営改善計画を含む経営計画策定支援先数

サステナビリティKPI

策定件数 県内No.1

当行50件
33.7%
当行50件
33.7%

24/4～27/3
20次中計 期間累計

775

（先）1,200

～24/3

775

147
160

24/4～25/3
20次中計 1年目

25/4～26/3
20次中計 2年目 累計実績

1,082先

達成率
90%

目標

  事業承継・M&Aサポート

　社会課題である後継者不足への対応を強化するため、外部機
関への派遣や本部専門チームの増員を行っており、お客さまに最
適な事業承継ソリューションを提供しています。また、事業承継
コンサルティング業務内製化により、高まる事業承継支援ニーズ
への対応力を向上させるなど、地域経済の成長と雇用維持・拡大
を支援してまいります。

事業承継ソリューション件数※2

※2 事業承継、M&A支援先数

サステナビリティKPI

24/4～27/3
20次中計 期間累計

254

（件）
500

21/4～24/3
19次中計 期間累計

148
171

24/4～25/3
20次中計 1年目

25/4～26/3
20次中計 2年目 累計実績

319件

達成率
63%

目標

　法人営業部内にビジネスマッチング専担者を配置し、お客さ
まの潜在的なニーズや課題に対して最適なソリューションを提案
するため、能動的なマッチングに注力しています。引き続き、課
題解決や新たな取引先開拓につなげるため業務提携先の拡大に努
めてまいります。

ビジネスマッチング件数

サステナビリティKPI  ビジネスマッチングサポート

（件）

24/4～27/3
20次中計 期間累計

3,775
4,000

21/4～24/3
19次中計 期間累計

1,723
1,466 24/4～25/3

20次中計 1年目

25/4～26/3
20次中計 2年目

目標

累計実績
3,189件

達成率
79%

2025年4月～これまで

カスタマーサービス担当

資産家営業担当

住宅ローン営業担当

富裕層

住宅購入者
地元不動産業者

法人のお客さま

個人のお客さま

法人営業

資産家営業

住宅ローン営業

分 

業

渉外行員が
すべて担当

法人営業担当

零細企業

中小企業

大・中堅大・中堅

価値創造に向けた戦略

お客さまとのリレーション強化への取り組み

当行グループならではのカスタマイズサービス提供の効果

　取引先企業のライフステージにおけるさまざまな課題にお応え
するため、多様な資金調達の手段を提供しています。京葉銀キャ
ピタル&コンサルティングと共同で設立した「事業承継2号ファ
ンド」および、当行グループ初となる「スタートアップ・成長支
援ファンド」を活用し、社会課題解決を志す企業へのエクイティ
投資を通じ、新たなビジネスモデル創出を支援してまいります。

  資金調達サポート

投資を通じて地域企業の事業成長を支援
味噌らーめん専門店 「麺場 田所商店」等を運営
する株式会社トライ・インターナショナルへ出資

日本古来の健康食である「味噌 Miso」を世
界へ広げる活動を通じて、健康を広めること
を目指す同社の事業成長の取り組みを支援

事業承継グループ

医療チーム

αGXソリューション 

戦略ファイナンス部

事業承継コンサルティング業務内製化により、高まる事業承継支援ニーズへの対応力を向上

高齢化が進展する中、医療・介護・福祉分野が抱える課題解決への対応を強化

脱炭素トータルソリューションを提供し、サステナビリティ経営を伴走支援

ストラクチャードファイナンス等の機動的・能動的な案件組成力を向上

新設

新設

新規提供

新設
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個人ソリューション
中期経営計画　基本戦略① オンリーワンの課題解決型営業

　事務と営業の分業化を進める
こ と で 人 財 の 質 向 上 を 図 り、 
お客さまにより専門性の高い、
良質なサービスを提供する体制
を構築しています。また、富裕
層に特化した資産家営業担当者
と資産活用サポートグループの
連携により、お客さまの金融資
産のみならず、不動産活用も含
めた総資産営業を強化してまい
ります。

　個人預金が預金残高の約8割を占めるとともに、住宅ローンが貸出金残高の約4割にのぼるなど、個人分野への
強みを存分に活かしたサービスを展開しています。

　高齢化社会の進展により、年金・相続に関する疑問やお悩みの声が年々増加傾向
にあります。このようなニーズにお応えするため、個別相談会を拡充し、お客さま
お一人おひとりのご事情に即した最適なアドバイスを行っています。引き続き、 
対話を深め、お客さまをよく知ることで、ライフステージに応じた最適なコンサル
ティングを提供してまいります。

　50年住宅ローンにより若年層のマイホーム購入ニーズにお応えしているほか、団
体信用生命保険のWeb申込化やラインアップ拡充、電子サインの導入や審査スピー
ドの改善などにより、お客さまの利便性向上に努めています。

お客さまの
夢の実現を

サポート
お客さまの課題 オンリーワンのソリューション

（きめの細かいコンサル面談に基づく最適なライフプランニングの提供）

 明るいライフプランの実現に向けたコンサルティングの実践

 人生100年時代を踏まえた伴走型サポートによる経済的不安の解消

 専門性の高いコンサルティングによる次世代への円滑な資産移転

貯蓄

運用

管理

ローン

備え

相続

さまざまなライフイベントへの対応
将来への備え・資産形成提案

豊かな老後設計・マネープランなど
最適な資産運用提案

資産有効活用提案
不動産購入ニーズ等への対応

未来につながる
セミナー、金融経済教育の提供

豊かな暮らし・日常を
充実させるサービスの提供

専門性の高い人財による
総合金融サービスの提供

NISA・
保障性保険

投資信託・
ファンドラップ

相続・信託

金融経済教育

年金相談

相続相談

住宅ローン

生命保険

不動産活用

ライフプラン
コンサル

セカンドライフ
コンサル

総資産コンサル

資
産
形
成
層

資
産
運
用
層

資
産
承
継
層

住宅ローン残高

住宅ローンビジネス

相続・預り資産ビジネス

預金残高 5.6兆円

貸出金残高 4.5兆円

年金相談会の参加者数

住宅ローン実行件数

うち20・30歳代

相続相談会の参加者数

預り資産残高

相続関連商品成約件数
サステナビリティKPI

サステナビリティKPI

27/3

（億円）

26/3

7,115

25/3

6,157

（計画）

20次中計目標
6,500

27/326/3

（億円）

（計画）

18,340

+899
+1,471+1,471

17,877

21/3

15,969

25/3

17,175

24/3

16,869

（件）

21/4～24/3
19次中計 期間累計

24/4～27/3
20次中計 期間累計

824

2,000

527
631

目標

累計実績
1,158件

達成率
57%

24/4～25/3
20次中計1年目

25/4～26/3
20次中計2年目

当行グループでは、人生100年時代において、個人のお客さまの一生涯におけるさまざまなニーズに対応し、

お客さま一人ひとりのライフプランに沿った夢の実現をサポートしてまいります。

2025年4月～これまで

カスタマーサービス担当

資産家営業

預り資産営業

事務

分 

業

渉外行員が担当

預り資産
営業担当が兼務

預り資産営業担当
店頭営業担当

資産形成層

準富裕層

富裕層富裕層

※1 出所：上場地銀73行・グループの2026年3月期決算より当行作成　　※2 Fiduciary Duty（顧客本位の業務運営）の略
※3 現在の収入や年齢等から将来の収支バランスを予測し、お客さまのライフプランに沿ったコンサルティング提案を行うためのツール
※4 資産状況やご家族への想いを「見える化」し、お客さまの課題解決に向けたコンサルティング提案を行うためのツール

● �年金相談会参加者のうち約60%が
当行で年金受給意思あり

相続･資産承継グループ

ローン営業部

ライフプランシミュレーション※3

未来をともにシート※4

および

を活用した深度ある対話

● �遺言・遺産整理・家族信託サポー
トの提供

個人預金比率 全国2位※1

（上場地銀73行・グループ中）

より専門的なソリューション提供体制とすべく、個人営業グループから分離独立

個人ローンの企画・推進機能を一元化し、サービス提供体制を強化

住宅ローン比率  全国7位※1

（上場地銀73行・グループ中）

他行との
差別化

融資期間最長50年
● �1都3県の銀行で初導入

利便性
向上

デジタル化促進
● �団信申込のWeb化

質の高い
個別相談会

● �社会保険労務士の資格
保有者による年金相談会

● �キャリア採用を活用した専
門人財による相続相談会

メニュー
拡充

● �年金お受け取り先への特
別金利定期預金の拡充

● �外部専門家と連携した単
身高齢者向けサービスの
導入

● �ファンドラップに資産承
継特約機能を追加

FD※2の
推進強化

● �リスク許容度に応じたポ
ートフォリオ提案の徹底

事務と
営業の分業

● �人財の質向上を図り、より
専門性の高いサービスを
提供

個人預金
4.4兆円
約80%

住宅ローン
1.7兆円
約40%

25/3
4,561人

24/3
2.5千件

25/3
2,328人

26/3
6,230人

26/3
3.6千件

26/3
2,732人

価値創造に向けた戦略

当行の強みを活かしたサービス展開

資産家営業担当

資産活用サポートグループ

新設

新設

（千件）

26/3

4.8

25/3

4.1

24/3

3.5

連携
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店舗営業体制の見直し
中期経営計画　基本戦略② 営業改革

　営業店の「店頭オペレーション改革」や「本部
BPR」による事務効率化などにより、人財ポート
フォリオの再構築に取り組んでいます。併せて、
中途採用やパート行員の育成強化などにも取り組
み、2024年4月に490人だった営業人員を、
2027年4月には250人増員し740人とします。 
事務から営業へと人財ポートフォリオを再構築す
ることで、お客さま接点を拡大させ、お客さまの
PDCAを伴走支援するカスタマイズサービスを提供
してまいります。

　きめ細やかなコンサルティングの提供
を目指し、対面によるお客さまとの接点
拡大を図っています。
　2025年12月には新たに「コンサルテ
ィングプラザ」を千葉市の商業施設（ワ
ンズモール）内と船橋駅前支店内の2ヵ
所に開設しました。商業施設や立地の特
性を活かした集客力を最大限に活用する
とともに、従来の窓口営業時間中にご来
店の難しかったお客さまでも、平日夕方
や土日・祝日に専門のスタッフがご相談
を承ることで、新規顧客の獲得と現役層
との接点拡大を図っています。店舗数は
維持しながら土日・祝日の営業拠点拡大
を推進するなど、多様化・高度化するお
客さまニーズにお応えする体制を整備し
てまいります。

2025年12月 オープン

拠点数は維持

2025/3 2026/3 2027/3

拠点数 111 113 114

フルバンキング店 46 46 46

プライベート店 65 65 65

コンサルティング拠点 − 2 3

店舗内店舗 8 8 8

■ 営業（営業店・本部）　■ 管理・事務（営業店）　■ 企画・事務（本部） （人）

1,990
490
24.6%

890

610

▲10

+54

▲112

+125

2,025
669
33.0%

768

588

1,996
615
30.8%

778

603

2,026

740
36.5%

営業割合

27/4（計画）24/4 26/425/4

事務から
営業へ

　外部提携先との連携を深めるなど、来店不要で便利にご利用いただけるサービスの拡充に努めており、お客さまの 
利便性向上を実現してまいります。株式会社りそなホールディングスと共同開発した「京葉銀行アプリ」により、スマホで 

「銀行を持ち歩く」感覚を体験いただけるほか、従来は銀行窓口やWeb等でお手続きいただいていた口座開設や住所変更、
在留期限の更新がセブン銀行のATMで取扱可能となるなど、非対面によるお客さまとの接点を拡大してまいります。

「お客さまの課題を解決する場」である営業店において、より一層の充実したコンサルティングを提供するため、店頭

オペレーションの改革などにより人財ポートフォリオの再構築を進め、効率的な営業体制を構築してまいります。また、

リアルチャネルとデジタルチャネルの双方を活用し、お客さま接点の拡大と利便性の向上に取り組んでまいります。

　営業店の「お客さまの課題を解決する場」への転換を加速さ
せるため、店頭オペレーション改革に取り組んでいます。営業
現場からの声を参考に、負担の大きい業務から順次外部委託や
本部集中化を進めており、営業店の事務負担を大幅に削減して
まいります。また、店舗運営の中核を担うべく、複数の業務を
遂行するなど、パート行員の活躍を推進してまいります。

店頭オペレーション改革

　生成AIを活用し、日常的に発生する文章作成のほか、情報収
集・分析の高度化、議事録の自動要約などの効率化に努めてい
ます。加えて、本部における業務の絶対量を削減するため、各部
署の役割分担を見直し、組織および業務分掌規定の改定を機動
的に行うとともに、定型業務の多い部署から優先的にBPRを推
進するなど、業務の効率化を加速させてまいります。

本部BPR

   営業店の人員適正化を図るとともに、平日夕方や土日・祝日に
も営業を行うコンサルティング拠点や、店頭業務に特化した店舗
など、地域特性に応じた戦略的な店舗展開を拡大してまいります。

　本部業務における専門人財の底上げを図るため、金融機関の
みならず多様なバックグラウンドを持つ人財の採用活動を強化
してまいります。

店舗政策

中途採用の強化

捻出した人員を営業に再配置

拠点人員適正化

本部専門人員の
増強など

店頭特化拠点

① ワンズモール稲毛 ② 船橋駅前

当行初のインストアブランチ 好立地の既存店舗を活用

■ 「京葉銀行アプリ」のサービス概要 ■ セブン銀行「ATM窓口」のサービス概要

【対象】
 ● �個人のお客さま

【受付業務】
 ● �口座開設
 ● 住所変更
 ● �外国人のお客さまの在留期限更新

【サービス時間】
 ● �原則24時間365日
※ �住所変更、在留期限更新は 

毎週日曜日0：00～ 7：00を除く

オムニチャネルの進化

価値創造に向けた戦略

地域特性に応じた戦略的な店舗展開を拡大（リアルチャネル）

お客さまの利便性向上（デジタルチャネル）

人財ポートフォリオの再構築

本部集中化

デジタルシフト

BPRプロジェクト

外部委託

生成AIの活用

担い手変更

組織･分掌見直し

新勘定系システムの
活用による集中処理

生成AI議事録システム
当行フォーマットに準拠した

自動要約と構造化

アプリ・法人IBの推進
によるセルフ取引拡大

所属人数･定型業務が
多い部署から優先対応

負担の大きい業務の
アウトソース

生成AI GaiXer
日常業務の文章作成や
高度な情報収集と分析

パート行員の
採用強化と業務拡大

複数部署での
重複業務を一本化

京葉銀行コンサルティングプラザ

小学生向けワークショップ（土曜日開催）

原則として既存の拠点数維持

＋
平日夕方や土日・祝日営業拠点の拡大

【対象】
 ● �個人のお客さま

【特徴】
 ● �シンプルなデザインや操作性を 

追求し、いつでも、どこでもスマー
トフォンから口座の残高・明細や
お預かり資産の確認が可能

【サービス時間】
 ● �原則24時間365日
※ メンテナンス時間を除く
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中期経営計画　基本戦略② 営業改革

　2023年7月、デジタル人材の早期育成を目指し、社内教育制度「POLESTAR Academy」を創設しました。
全行員を対象とした“DXリテラシー研修”と、選出されたメンバーを対象とする“DXプロフェッショナル研修”の
二層構造で構成されています。

　2022年4月より、5年間の中長期デジタル戦略「POLESTAR
計画」を掲げ、ITガバナンスとデジタル推進の強化に努め
ています。CX（顧客体験）とEX（行員体験）を進化させ
ることで、新たな価値を提供しています。

「POLESTAR」は北極星、指針となるものの意で、本計
画が当行のデジタル戦略の指針となり、その実現により、
当行が大きく輝くという願いを込めて名付けました。

● �スマホ活用で銀行が手の中に
● �来店不要でいつでもどこでも 

相談、申し込み

● �来店はゆったりと快適に
● �Webツールを利用した 

コミュニケーション

● �デジタルで企業、地域の成長を支援
● �さまざまな情報を管理・分析し、お客さまや地域の課題に対応

● �テレワークなど、働く場所の制限を撤廃
● �効率化・業務改革で有用な顧客接点拡大

POLESTAR計画の由来

① お客さまの利便性と安心・安全の追求！

② 地域活性をデジタル化・情報活用で支援！

③ デジタル技術を駆使、職員の働き方を変革！

デジタルで
～さらなる進化～

地域の
デジタル化支援

お客さまの
課題解決

職員の
働きがい

最適なソリューション提供
● �新たな価値の創出
● �業務生産性向上と働き方の改革

　これまで取り組んできた非対面チャネルの拡大や対面チャネルのデジタル化などの「オムニチャネル」を進化さ
せるとともに、これらのチャネルから得られるデータを利活用し、最適なタイミングと手法でお客さまに新たな 
価値を提供していきます。このような取り組みやノウハウの蓄積により、アプローチの幅やビジネス機会を拡大させ
るとともに、生産性向上にもつなげてまいります。

　2025年10月、AI搭載のコンタクトセンターシステムを導入しました。本システムは、AI機能によってお問い合わせに 
対する対応品質を高めるとともに、コンサルティング機能を強化することで、最適なサービスを最適なタイミングで 
ご案内する体制の構築に向けた重要なインフラ基盤と位置づけています。主な特徴として、AIアシスト機能によるオペ
レーターのスキルに依存しない、高品質かつ均一な対応が実現するほか、お客さま
との通話内容を自動要約・記録することで、オペレーターの事務作業負担を大幅に
削減させ、これにより創出された時間を付加価値の高いコンサルティング提供へ 
シフトすることが可能となります。今後は24時間365日、お客さまがいつでもご質問
いただける自動応答サービスの構築を目指すとともに、各種セミナーや相談会への 
誘致、資産運用やローンの相談など、段階的に業務範囲を拡大してまいります。

　2025年10月、戦略的業務提携先である株式会社
りそなホールディングスおよび株式会社りそな銀行
が株式会社ブレインパッドと共同で開発した銀行業
務支援ツール「Data Ignition」を導入しました。
りそなグループの実務活用効果のあったAIを搭載しているため、当行はニーズの高いお客さまへ優先的に商品・サー
ビスの提案が可能となるなど、マーケティング業務の効率化を実現してまいります。

非
対
面

対
面

基盤・接点の拡大 データ収集・分析 プロモーション 最適なソリューション

オムニチャネル

非対面チャネル拡大

法人ポータルの導入
IBの利便性向上

HPの充実
Web面談・完結

非対面の行動データ
プッシュ型通知（アプリ・メール）

Web広告

非対面の行動データ
アプリ利用履歴

HP回遊歴

行員によるコンサルティング
営業の均質化

属性・取引データ
属性、資産状況

決済履歴、審査データ

リモートコンサルティング
Webでの専門コンサルティング

対面の行動データ
面談履歴

メールマーケティング地域データ

コンタクトセンター

店頭改革

来店予約システムの機能拡充
本部集中化の加速
事務効率化の拡大

行内のデジタル活用
業務のモバイルシフト

データ連携・利活用

One to Oneデータの一元化

×

×

Face to Face

店頭オペ改革

データ基盤再構築

UI・UXの向上
段階的な機能拡張

クラウド活用で
迅速化・効率化

新アプリの稼働
（りそなHD連携施策）

コールセンター拡充

● 新たな価値の創出
● 生産性向上と働き方改革

デジタル接点アクティブユーザー※

法人IB契約者数

27/3（計画）26/3

28.6

25/3

20.4

（万人） 30.0

24/3

19.0

27/3（計画）26/3

2.2

25/3

2.1

24/3

1.9

（万先） 2.6

※�アプリ･IBをアクティブに利用している個人
のお客さまの延べ人数

2023年7月
社内教育制度

「POLESTAR Academy」
（DX分野の学びを支援）

DXプロフェッショナル
研修

DXリテラシー
研修

ハイスキルハイスキル
人材人材

デジタル人材

全行員

コア人材

ITパスポート（資格取得）デジタル基礎（ｅ-ラーニング)

リスキリング（ホリデーセミナー） スキルの可視化（認定バッジ）

27/3目標25/324/3 26/3

データサイエンス テクノロジー

ビジネスデザイン

3つのスキルの強化

　社会のデジタル化が進む中、デジタル技術を活用するとともに、情報を利活用していくことで、プラスαの価値

を創出していきます。また、お客さまと当行、双方の生産性の向上を図り、働き方の変革を目指してまいります。

ベース人材

5人4人0人

37人28人19人

145人136人116人

1,147人1,012人903人

10人

50人

140人

1,000人

早期達成

デジタル化推進

価値創造に向けた戦略

計画の全体像

AIの活用による業務効率化と顧客接点の拡大

「POLESTAR計画」の推進

デジタル人材の育成（社内教育制度「POLESTAR  Academy」の活用）
  コールセンターの機能強化

  マーケティング業務のプロセス再構築

31 京葉銀行 統合報告書2026 32京葉銀行 統合報告書2026
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人事担当役員メッセージ
中期経営計画　基本戦略③ 人財改革

人財戦略と経営戦略の連動
当行グループが目指す「お客さま満足度No.1の

ソーシャル・ソリューショングループ」の実現に向け、
「人財」を一番大切な経営資本と位置づけています。
第20次中期経営計画『「＋αVision 90」フェーズ1
～挑戦と変革～』では、4つの基本戦略「オンリーワン
の課題解決型営業」「営業改革」「人財改革」「経営 
基盤改革」を推し進める中で、特に「営業改革」と 

「人財改革」を連動させ、企業価値向上の原動力となる 
多様なプロフェッショナル人財の育成・確保を行い、
人財ポートフォリオの最適化に向けフェーズごとに
施策を展開しています。具体的には、全従業員が 
自らのキャリアを主体的に考え、希望するコースを
選択する「キャリアコース制」のもと、各分野において
必要なスキルと一人ひとりの現状レベルを把握する

「スキルの見える化」を通じ、人財の組織的な育成を
進 め て い ま す。 ま た、 人 財 育 成 の 担 い 手 と な る 
管理職層強化のため、実践的な研修プログラムを 
実施しているほか、2025年度には評価制度の見直し
を行い、これらにより管理職自身の成長につなげて
います。

多様な人財の活躍
「挑戦と変革」を継続していくためには、さまざま

なバックグラウンドを持った多様な人財の活躍が 
欠かせません。職位や性別・年齢にとらわれず、 
自 由 闊 達 に 意 見 を ぶ つ け 合 う 組 織 で あ り 続 け る 

ことが必要です。その中でも女性の活躍は人財戦略
の重要なテーマと位置づけ、キャリア開発支援と 
就業継続支援を2つの柱として、行内で女性が活躍 
できる裾野を広げてまいりました。サステナビリティ
KPI目標として女性管理職比率について「2027年 
4月までに12%以上、2033年4月までに30%以上」を
設定し、より主要なポジションで各自が能力を発揮
し活躍できる環境づくりを進めています。具体的に
は 候 補 者 を 選 抜 し、 研 修 プ ロ グ ラ ム へ の 参 加 や 
経営層によるメンタリングの実施だけでなく、上司
による直接的な伴走支援により候補者・上司双方の
意識改革を図ってまいります。女性管理職層が充実
感を持って活き活きと働くことは、行内はもちろん
のこと、地域の発展・イノベーションの創出にも 
寄与できると考えています。

エンゲージメントの向上
お客さまのお役に立ち、感謝された経験や職場の

仲間に認められた経験を通じて自分自身の存在意義
を感じることができれば、自ずとエンゲージメント
は高まると考えます。さまざまな施策により、KPI
目標として掲げている「従業員エンゲージメント
80%以上継続」については2024年度以降達成できて
いる状況です。従業員エンゲージメントこそが企業
価 値 向 上 の キ ー フ ァ ク タ ー で あ る と の 認 識 に 
立って、今後も工夫を重ねてまいります。

お客さまや地域にお客さまや地域に
プラスαの価値を提供し続けるプラスαの価値を提供し続ける
人財の育成を目指して人財の育成を目指して
常務執行役員

渡辺 聡子

人財戦略
　京葉銀行グループは「プラスαの価値を提供し、地域の豊かな未来をともに築く」という企業理念に基づき、 

地域経済の発展とともに成長することを目指しています。この理念を実現するためには、行員一人ひとりの成長が

不可欠であり、行員が自らのキャリアを主体的に描き、挑戦し続けるための社内環境を整備しつつ、多様なプロフェッ

ショナル人財の育成を図っています。地域社会や業務の変化に対応できる柔軟で成長志向の人財を育成し、各人が

自らのキャリアの方向性を見定め、その実現に向けて成長できるように支援しています。

　企業理念の実現に向け「挑戦と成長」を継続していく多様なプロフェッショナル人財を育成してまいります。

　行員一人ひとりが主体的に将来を描き、自らの意思で学び・挑戦する
ことを支援するために第20次中期経営計画のもと、キャリア形成支援の
仕組みを体系的に整備し、多様な成長の形を支えています。
　2025年度には職務ごとに必要となるスキルを明確化し、計画的に育
成を図ることを目的とした「スキルの見える化」を導入しました。自らの
意思でキャリアを考え、職務・専門性に応じた多様なキャリアと学びの
選択肢を示しながら、一人ひとりの挑戦と成長を後押ししています。
　また、自らの意思でキャリアを考えるために、必要に応じて相談できる
環境やフォロー体制も整備しています。

人材育成基本方針
　京葉銀行グループは、人材を人財と捉え企業価値向上の重要な資本と位置づけ、お客さまに喜ばれる高い付加
価値を提供できる従業員の育成と、一人ひとりが持つ能力を最大限発揮することができる社内環境の整備を推進して
まいります。多様な人材の成長・活躍により、地域社会および当行グループの持続的な成長に貢献してまいります。

京葉銀行グループの「人材育成基本方針」の詳細については、当行Webサイトをご参照ください。

https://www.keiyobank.co.jp/sustainability/social/diversity/trainingbasic_policy/

人財戦略

企業理念

人材育成基本方針

人的資本投資の強化

多様な人材の成長・活躍により、地域社会および当行グループの持続的な成長へ

エンゲージメント
働きがい
働きやすさ

基本テーマ①
多様なプロフェッショナル

人財の育成

基本テーマ②

社内環境の整備

公募制度

女性活躍
推進

パート
タイマー
活躍推進

シニア人材
活躍推進

障がい者
活躍推進 両立支援健康経営

管理職向け
研修

管理職評価
見直し

デジタル
人材育成

キャリア
採用

エンゲージ
メント

キャリア
コース制

スキルの
見える化

新卒採用

多様なプロフェッショナル人財の育成

価値創造に向けた戦略

自律的なキャリア形成サポート
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中期経営計画　基本戦略③ 人財改革

　行員一人ひとりの自律的なキャリア形成を
促進するため、「キャリアコース制」を導入し
ています。
　 行 員 が 自 身 の キ ャ リ ア に つ い て 考 え、 
選択・挑戦できる仕組みを構築することで、
行員一人ひとりの「挑戦と成長」を促すとともに、
多様性・専門性のある人財ポートフォリオへ
の変革を進めてまいります。
　また、全所属長向けに「キャリア相談力向上
研修」を実施しているほか、本部に相談窓口で
ある「キャリアアドバイザー」を配置するなど、
キャリアサポート体制の充実にも努めています。

　職務ごとの必要なスキルを定義するとともに、一人ひとりの現状のレベルを把握することで組織的な人財育成を
行うべく、2025年度より「スキルの見える化」の仕組みを導入しました。
　スキルのカテゴリーを「法人営業スキル」「個人営業スキル」「事務スキル」の3種類に分け、自己評価のみでなく、
上司による評価と本部による評価の他者評価を経て3段階のスキルレベルを確定し、「強みと課題」を評価者全員で
共有することで“教え手”の経験や感覚に依存しない計画的な育成を進めています。

専門知見を活かし、健全堅実な経営を会計・財務面から支援できる存在を目指す
　これまで培ってきた経理業務の知見を深化させ、経営基盤となる会計・財務面か
ら、当行に貢献したいと思うようになり「財務専門コース」に挑戦することにしました。
認定されてからは、キャリアパスが明確に示されていることから、改正の議論から
適用まで数年以上かかる複雑な会計基準や規制改正にも、腰を据えて取り組むこと
ができるようになりました。現在は、今まで以上に経理の業務に集中できています。
　今後は、会計制度や金融環境が大きく変化する中、当行が持続的な発展ができる
よう、会計・財務面から経営判断に資する提言や助言ができる存在になりたいと考
えています。また、次世代を担う専門人財の育成も大切な役割であると認識してい
ますので、積極的に育成にも関与していきたいと思います。

経営企画部 シニアエキスパート
大熊 泰知

  キャリアコース制の導入

  スキルの見える化

Interview

キャリア
ガイドブック
コース別概要や例示、
求められるスキル・
資格等を確認

キャリア
アドバイザー
有資格者による
キャリアに関する
相談窓口

1on1 meeting
所属長による
キャリアステージに
応じた定期的な
1on1 meeting

Step

理解する1

考える2

選択する3

Support

個人専門

財務専門法人専門

IT専門

市場専門

リスク
管理専門

企画

カスタマー
サービス

リテール
コンサル 総合

コンサル

基本コース

専門コース

　変化が加速する事業環境において、組織を牽引する管理職の育成は経営の根幹であるとの認識のもと、研修プロ
グラムと評価制度の両面を強化しています。

　事業全体の将来像を捉える「構想力」、横断的に組織を 
牽引する「統率力」、多様なメンバーとの円滑な関係構築や
変革に向けた「対話力」を学ぶ実践的な研修プログラムを 
実施しています。
　2026年4月には他業種の経営者をお招きして講演会を開催
しました。参加者は事前に自部署の課題分析を行い、受講を
通じ、今後の部署運営における気づきを多く得る機会となり
ました。

　2025年度より管理職個人への評価制度を見直しました。新たな管理職評価は、企業理念などに基づいた評価項
目で管理職個人の資質を評価する「人物評価」と、管理職の活動が組織に及ぼした成果や影響をその組織の状態を
通して評価する「組織波及評価」で構成します。これらの評価は職務別に比較し、役員で構成する「評定会議」で
の審議を経て決定され、最終的には評価を担当した役員から管理職個人へのフィードバックが行われる仕組みとし
ています。
　この見直しにより、あるべき人物像を明示するとともに、詳細なフィードバックを実施することで評価への納得
感の醸成と管理職自身の成長につなげ、当行グループの最重要課題である「人財育成」の担い手としての管理職層
を強化することを目的としています。

　行員自らが、希望キャリアにチャレンジする公募制度です。全従業員を対象に特定部署への配属や、難関資格取得
の希望者を公募し、応募者への面接などを通じて希望キャリアの実現をサポートしています。

　現在の業務に従事しながら、プロジェクトごとに他部署の案件や業務に参加し、新たに得られた知見を所属部署へ
還元することで、企業全体の“活性化と成長”が期待できる制度です。利用者の挑戦と成長機会を創出し、視野と可能
性を広げ、スキルとモチベーションの向上につなげるとともに、プロジェクト自体にも幅広い知見が集まることで、
実効性の向上に寄与しています。さらに、本制度を通じて利用者の希望や特性を改めて共有し、その後のキャリア 
パスに活かすなど、貴重な人財発掘の場にもなっています。

研修プログラム

管理職の評価制度見直し

キャリアチャレンジ

社内副業

  社内公募制度の拡充

  管理職育成

■ コースラインアップ（全10コース)

価値創造に向けた戦略

キャリア構築支援

現状 目指す姿

本人／
上司／
本部で
共有

研修
本部トレーニー
OJT
臨店指導
自己啓発ツール
…

本人

上司

本部

スキルチェック 「見える化」開示 レベル別の計画的な育成

Level
3

Level
2

Level
1

高度実践
フェーズ

自立遂行
フェーズ

基礎理解
フェーズ

人物評価
（資質を評価） 
担当役員が評価 評定会議

頭取を含む 
役員で構成し審議

フィードバック
担当役員と 

課題・改善点を共有

給与

能力キャリア開発

人事異動

昇進・昇格

組織波及評価
（活動が組織に及ぼした影響を評価） 

本部所管部が評価

管理職評価の流れ 評価反映
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人権方針
　京葉銀行グループは、社会から信頼される企業として、すべてのステークホルダーの基本的人権が尊重
される企業風土の醸成を重要な経営課題の一つであると認識し、個人の多様性を尊重し、誰もが仕事や生活
を充実させ、自分らしく活躍できる社会づくりに貢献してまいります。

京葉銀行グループの「人権方針」の詳細については、当行Webサイトをご参照ください。

https://www.keiyobank.co.jp/sustainability/humanrights_policy/

● 管理職候補研修　● 役員・部長メンタリング
● 法人営業養成研修　● ウィメンズリーダーシップ研修

主な取り組み
　女性活躍を人財戦略の重点テーマと捉え、第20次中
期経営計画および女性活躍推進法に基づく行動計画に
おいて、指導的地位（係長以上）に占める女性割合30%
以上維持、管理職比率12％以上の目標を掲げています。
　次世代管理職を目指す若手・中堅女性行員の自律 
マインド構築と論理的思考やマネジメントスキルなどを
段階的に習得できる育成カリキュラムの充実のほか、 
他社女性役員との交流拡大などを通じて、多様な視点や
価値観をより経営に近い領域に反映し、イノベーション
を牽引する企業文化の醸成を目指しています。
　また、これまで男性中心とされてきた法人営業の分野
においても、女性が専門性を高め、管理職を目指せる 
ようなキャリアパスの整備を進めています。

女性管理職比率

23/4

7.3%

24/4

8.4%

30.8% 32.8%

25/4

9.7%

34.2%

26/4

10.3%

36.1%

※各年4月1日時点

指導的地位に
占める割合

30%以上維持

管理職比率12%
（2027/4）

サステナビリティKPI

多様な人財の育成 ● 職務コース別新卒採用　● キャリア採用　● 女性／パートタイマー／シニア人財／障がい者の活躍推進

安心して働ける社内環境 ● 育児／介護／治療との両立支援　● 健康経営

　多様な人財が活躍できる環境を整備し、自律的な成長を促進します。

　従業員のキャリアアップを支えるため、さまざまな制度を設け、多様な働き方を実現してまいります。

  女性の活躍推進 ～リーダーへの育成～

　従来からの全員総合職採用を継続しつつ、より多様な学生を採用することを目的に職務コース別採用を行っています。

  職務コース別新卒採用

コース名 業務内容

総合
コンサルティングコース

主に法人のお客さまに対して、ファイナンスやM&A、円滑な事業 
承継など多様なソリューションサービスを提供

リテール
コンサルティングコース

主に個人のお客さまに対して、ライフプランに応じた資産形成や資産
運用、資産承継などのコンサルティングを提供

専門人財コース システム開発やIT企画、データサイエンスなど専門性の高い業務を
通じ、銀行の商品・サービス・ビジネスモデルの変革に取り組む

　昨今の雇用の流動化、転職市場の活性化を踏まえ、金融機関のみ
ならず、多様なバックグラウンドを持つ人財のキャリア採用を進め
ています。即戦力人財や専門性を有する人財を確保するため、 
エージェントからの紹介に加え、ダイレクトスカウトや行員紹介に
よるリファラル採用、退職者とのネットワークを活用したアルムナイ
採用などの取り組みを強化し、採用手法の多様化を図っています。
さらに、キャリア採用者の早期活躍と定着に向け、オンボーディング
施策の充実や企業理念の浸透、定期的なフォロー面談や研修など 
社内体制の整備を強化し、帰属意識とエンゲージメントの向上に 
取り組んでいます。今後も多様な人財が活躍できる環境整備を進め、
企業価値向上につなげてまいります。

キャリア採用数

24/4～27/3
20次中計
期間累計

14

30

21/4～24/3
19次中計
期間累計

30

2倍超へ
（人）

24/4～25/3
20次中計 1年目

25/4～26/3
20次中計 2年目

20次中計目標
60人超

  キャリア採用

勘定系システムの開発経験を活かすべく応募

新設部署を率い、CS※向上に挑む女性リーダー

　2024年5月より、新勘定系システム稼働後の案件を中心に、ORFE※更改プロジェ
クトや本部組織改定案件などを担当しています。
　選考当時、当行では新勘定系システム開発が大きな転換期を迎えており、これま
で培ってきた金融機関の勘定系システム開発経験を活かし、銀行の基盤構築に貢献
したいと考え入行しました。入行直後には、新勘定系システム更改プロジェクトの
移行推進担当として、現行システムから新システムへの円滑な移行を支援し、大規
模プロジェクトを経験できたことは大きな財産となりました。これまで複数の銀行
システム更改に携わった経験を活かし、障害対応やベンダーコントロールなどにも
貢献しています。
　キャリア採用者でも成果を正当に評価していただける環境の中で、今後は技術力
に加えマネジメント力も高め、さらなる価値創出に挑戦していきます。

　当行初のCS専担部門の立上げに携わるにあたり、「お客さま満足度No.1」の実現を
担う責任の大きさに強い使命感を抱きました。リーダーとしては、メンバー一人ひと
りとの対話を大切にし、相談しやすく、ともに学び成長できるチームづくりを心掛け
ています。一方で、お客さまのニーズが多様化する中、対応品質の平準化と業務効
率化、満足度向上を両立する難しさも実感しています。そのため、継続的なCS意識
の向上や業務改善を推進し、お客さまに選ばれ続ける銀行づくりに取り組んでいま
す。今後は、お客さまサービス向上部の基盤確立に注力するとともに、現場の声に寄
り添いながら、支店と本部をつなぐ役割を担い、さらなるサービス向上と組織成長に
貢献していきます。

Interview

Interview

社内副業者による企業説明会

中期経営計画　基本戦略③ 人財改革

社内環境の整備

価値創造に向けた戦略

ダイバーシティマネジメントの強化

多様な人財の育成

※国際勘定系（外為）システム

※Customer Satisfaction（顧客満足度）の略

システム部  シニアエンジニア
吉岡 亮

お客さまサービス向上部  
グループリーダー

山下 智子
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就業継続育
児 休業

①所定外労働免除　②始業（終業）時刻繰下げ（繰上げ） 　③短時間勤務【①～③、小学校3年生年度末まで】

出生時育児休業 【10日間有給】　育児休業 【10日間有給休暇を含め2歳年度末まで】

介
護

就業継続

休業

①所定外労働免除　②始業（終業）時刻繰下げ（繰上げ） 　③短時間勤務【①～③、介護が必要な全期間利用可】

介護休業【10日間有給休暇を含め1年間取得可】

治
療

就業継続

休業

相談医面談・産業保健スタッフによるカウンセリングの実施

【メディカルケア休暇最大60日有給】【チャイルドプラン休暇年間10日有給】

京葉銀行の「健康経営宣言」の詳細については、当行Webサイトをご参照ください。

https://www.keiyobank.co.jp/sustainability/social/diversity/kenkou/

  育児・介護・治療との両立支援

  健康経営

　営業活動を支えるパートナーとして、店舗運営の中核を担うべく、キャリアの幅を広げています。特に複数職務
を担うオールラウンダーはエリア内の円滑な店舗運営のため、柔軟に複数の業務を遂行するだけでなく、若手や 
経験年数の浅い行員の育成担当としても活躍しています。また、スキル向上や業務領域拡大に努め、正行員登用制度
を活用し、自らのキャリアパスを実現するパートタイマーが年々増加しています。

　従業員のエンゲージメントの向上が企業理念実現に欠かせないものと考え、従業員の状態・思いを把握するためにエン
ゲージメント調査を実施しています。調査の結果を可視化し、各施策に活かすだけでなく、課題がある部署については管理
職によるアクションプランシートの作成、改善策を講じ、人事部が進捗状況を確認して、課題解決、組織改善を図っていま
す。また、「当行で働くことに満足」と評価する従業員が8割以上となることをサステナビリティKPIとして設定しています。

　2026年2月に2025年度千葉県男女共同参画・多様性社会推進事業所表彰において下記の取り組みが評価され、
「千葉県知事賞」を受賞しました。

　行員の健康管理を経営課題として取り組むため、2021年4月に「健康経営宣言」を制定しました。頭取を推進 
責任者として、職員組合や産業保健スタッフ等と相互に連携しながら健康経営を推進しています。

　2026年3月、経済産業省と日本健康会議が共同で選定する「健康経営優良
法人2026（大規模法人部門）」に5年連続で認定されました。

  パートタイマーの活躍推進　～店舗運営の中核を担う存在へ～

  エンゲージメント調査

  千葉県男女共同参画・多様性社会推進事業所表彰「千葉県知事賞」受賞

パートタイマーから正行員へ　挑戦し続けることで広がるキャリア
　2人の育児で7年ほどブランクがありましたが、前職（金融機関）の経験を活かして働きたいと
思い、地域に根差す当行で働くことを決めました。幅広く仕事を覚えて支店の役に立ちたいとの 
思いからオールラウンダーになり、資格取得や募集型研修への参加を積極的に行いました。新しい
仕事を任せてもらえることでやりがいを感じる場面が増え、さらなるスキルアップのため、正行員
への挑戦を決めました。正行員になってからは、任せてもらえる仕事が増えた分、責任をもって 
業務を進めていくとともに、お客さまに喜ばれる提案ができるよう、自己啓発にも取り組んでいます。

営業店
渡辺 真智子

Interview

健康指標の開示 目標 2025年度結果 測定方法

プレゼンティーイズム 前年比減少 36.2% WHO-HPQ絶対的プレゼンティーイズムによる全従業員の生産性損失割合
アブセンティーイズム 前年比減少 3.0日 傷病による休職・欠勤日数の全従業員平均日数
ワークエンゲージメント 前年比上昇 52.8 ストレスチェック委託先母集団における全従業員のワークエンゲージメント偏差値

健
康
意
識
の
向
上

心
身
の
健
康
保
持
増
進

働
き
や
す
い

職
場
環
境
の
整
備

健康投資 健康経営で解決したい
経営課題

健康投資効果

健康投資施策の取組状況に
関する指標

従業員等の意識変容・
行動変容に関する指標

健康関連の最終的な
目標指標

生産性の
向上

企業理念の
実現

プラスαの価値
を提供し、地域
の豊かな未来を
ともに築く

組織の
活性化

顧客
サービスの

向上

プレゼンティー
イズム改善

（体調不良・メンタル不
良を改善し、生産性を
向上させる）

アブセンティー
イズム改善

（心身を壊しての欠勤
や就業制限等の機会
損失を削減する）

ワークエンゲージ
メント向上

（仕事に対して熱意を
持ち・仕事から活力を
得て・仕事に没頭して
いる状態）

有所見者率の低下

BMI25以上（肥満者）率
低下

高ストレス者率
低下

各種研修・セミナー
参加率

ウォーキング
キャンペーン参加率

定期健康診断・
精密検査受診率

人間ドック・がん検診
受検率

特定保健指導完遂率

ストレスチェック
受検率

喫煙率の低下

飲酒習慣者率の低下

睡眠の質向上

運動習慣者比率向上

指名人間ドック実施 大腸がん検診実施

人間ドック費用補助 糖尿病重症化予防

メンタルヘルス面談 ストレスチェック実施

保健師による
巡回健康相談

カウンセラーによる
カウンセリング

若手行員を対象とした
パルスサーベイ実施

メンタルヘルスに関する
研修・セミナー

禁煙サポート・
敷地内完全禁煙

ヘルスリテラシー
セミナー

運動イベント実施

スポーツクラブ・ジムの
優待割引

介護に関する研修・
セミナー

フレックスタイム
制度

サンクスカード

チャイルドプラン
休暇

有給休暇取得促進

360度評価

リフレッシュ休暇

有給休暇取得率

サンクスカード
参加率

男性育児休業取得率

時間外労働の削減

平均勤続年数の
伸長

業務上災害の減少

※男性育休は4年連続取得率100%以上

中期経営計画　基本戦略③ 人財改革

価値創造に向けた戦略

安心して働ける社内環境

多様な人材の活躍
を促す職場風土

①�グループの人権方針に多様性尊重や差別・人権侵害排除を明
記するとともに、外部講師や千葉大学環境ISO学生委員会と
連携したダイバーシティに関する研修を実施するなど、ダイ
バーシティ推進の理解促進を行っている。

②�従業員エンゲージメント調査の結果を活用し、課題のある部
署は、アクションプランシートに基づく改善策を講じ、組織改
善に努めている。

多様な人材の能力活用や
職域拡大等

③�パートタイマーの職域拡大に向けて、複数職務を担う「オール
ラウンダー」の導入や正社員への登用をしている。

多様性社会の推進に
資する先駆的又は
積極的な取組

④�農福連携についてのセミナー開催や農業者と福祉事業者のマッ
チング等を通じて、障害のある方々の働きがい向上や賃金アッ
プを図るとともに、地域とのつながりを創出・促進している。

See：現状把握 Plan：計画 Do：施策実行

結果
フィードバック

アクションプラン
作成

アクションプラン
取り組み

アクションプラン
振り返り

エンゲージメント
調査実施

社内・各所属で
結果を共有 課題解決への取り組み

従業員の状態や思いを把握

● �所属長へ組織別の 
フィードバック 
レポートを開示

● �特に課題がある部署は 
アクションプランを 
作成

● �アクションプランに 
基づき、各所属にて 
取組実施

● �取組結果について、 
所属長の振り返り 
+人事部の巡回面談 
にて状況を確認

「京葉銀行の企業理念
に共感できた」と
回答した従業員の比率

「京葉銀行で働くことは
自分の人生にプラスだ」と
回答した従業員の比率

結果を可視化し、施策計画 新規施策や運用中の施策の
見直しに活用

「当行で働くことに満足」と
評価した従業員の比率

2023

78.8%

2025

83.7%

2024

81.0%

（年度）

85.2%

81.9%

課
題
組
織
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2.8%

4.2%

2026年3月末算定の
株主資本コスト6～7%程度
（CAPM、株式益利回り）

次期21次中計期間中に
株主資本コストを上回るROEへ

22/321/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3 30/3 33/3
19次中計 20次中計 21次中計 長期ビジョン

3.8% 3.9%
4.5%

5.4%

6.5%

9.0%
10.0%

73
111 103 108 127

159
190

300
350

2.5%

3.8% 3.5% 3.5%
4.0%

5.0%

6.0%

8.5%

9.5%

健全性、資本効率、株主還元の健全性、資本効率、株主還元の
最適なバランスを追求し、最適なバランスを追求し、
持続的な企業価値向上へ持続的な企業価値向上へ

取締役常務執行役員

深山 孝夫

当行グループでは、長期ビジョンとして2033年 
3月の創立90周年に目指す姿を「お客さま満足度
No.1のソーシャル・ソリューショングループ」と 
定めており、社会課題の解決力を強化しています。 
併せて、中長期的なターゲットとして財務KPIに 

「連結ROE（株主資本ベース）」「連結当期純利益」 
「連結自己資本比率」の3項目を掲げ、長期ビジョン
の 実 現 に 向 け た 9 年 間 を 3 つ に フ ェ ー ズ 区 分 し、 
2024年4月からの3年間をフェーズ1と位置づけて 
第20次中期経営計画に取り組んでいます。

第20次中期経営計画2年目となる2025年度は、 
「金利のある世界」の定着により、低金利とデフレを

前提とした経済構造から、成長投資とリターンを 
追求する経済構造への移行が期待されるなど大きな
転換期にあります。さらに、長期金利や為替相場の
変動も大きく、銀行経営においては今後ますます、
より戦略的、能動的なリスク管理やバランスシート
運営が求められるようになっています。こうした中、
連結当期純利益が前年比31億円増加の159億円と 
過去最高を更新したことなどを要因に、ROEが5%台
まで上昇しました。加えて、「金利のある世界」への
転換による利益成長への期待などによりPERが大幅
に上昇した結果、PBRは前年比約2.1倍の0.76倍と 
なりました。それでもなお1倍を下回っており、PBR

PBRの向上にはエクイティスプレッドを正の状態に
改善していく必要があり、長期ビジョンで目指す財務
KPIのロードマップを引いて連結ROEの中継点をお示し
しています。現中期経営計画では連結ROEを株主資本
コストと同水準まで向上させ、次期中期経営計画期間
中には株主資本コストを上回る水準、つまりエクイティ
スプレッドを正の状態にすることを目指しており、
2030年3月期の財務KPIを連結ROE（株主資本ベース）
9.0%、連結当期純利益300億円としています。

の早期1倍超えは喫緊の課題であるとの認識のもと、
ROEのさらなる向上のほか、株主資本コストの引き
下げや利益の持続的成長を通じて、企業価値の向上
に努めてまいります。

また、現中期経営計画が順調に進捗していることに
加え、金利環境が計画よりも高い水準で推移している

株主資本コストについては、CAPM（資本資産評価
モデル）の手法および株式益利回りを用いて6～7% 
程度と算定しておりますが、株価上昇などによって 
上振れる可能性も視野に入れ、開示の充実やステーク
ホルダーの皆さまとの適切な対話によって当行グループ
の成長戦略に対する蓋然性を高めるなど、株主資本 
コストの低減に努めてまいります。

ことなどを踏まえ、財務KPIを2年間で2度上方修正 
しています。現中期経営計画の最終年度である今年度
の目標は、連結ROE（株主資本ベース）6.5%、連結
当期純利益190億円とし、長期ビジョンの最終年度と
なる2033年3月期においては、それぞれ10.0%以上、
350億円以上としました。

価値創造に向けた戦略

財務担当役員メッセージ
中期経営計画　基本戦略④ 経営基盤改革

企業価値向上に向けた現状認識

ROEの
向上

PERの
向上

株主資本ベース 純資産ベース

ROE（連結）

25/3

4.07

4.52

26/3

5.06

5.46

24/3

3.54

3.95

23/3

3.57

3.86

22/3

3.83

4.27

（%）

PBR（単体）

25/3

0.36

26/3

0.76

24/3

0.29

23/3

0.24

22/3
0.21

（倍）

PER（単体）

25/3

8.67

26/3

15.3215.32

24/3

8.80

23/3

6.95

22/3

5.75

（倍）

PBRの
向上

前年比
約2.1倍

重点項目 当初KPI
24/3公表

修正1回目
25/2公表

修正2回目
26/2公表

連結
ROE

株主資本 4.0% 5.5% 6.5%

純資産 開示なし 5.0% 6.0%

連結当期純利益 120億円 160億円 190億円

連結自己資本比率 10%台 10%台 10%台

当初KPI
24/3公表

修正1回目
25/2公表

修正2回目
26/2公表

6.0% 8.0%以上 10%以上

開示なし 7.5%以上 9.5%以上

200億円 300億円以上 350億円以上

10%台 10%台 10%台

ROE
（連結、株主資本ベース）

財務KPI

自己資本比率
（連結）

当期純利益
（連結、億円）

ROE
（連結、純資産ベース）

20次中計（27/3） 長期ビジョン（33/3）

11.2% 11.1% 10.8% 10.6% 10.7% 10.5% 10%台

41 京葉銀行 統合報告書2026 42京葉銀行 統合報告書2026
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中期経営計画　基本戦略④ 経営基盤改革

トップラインの向上に向け、金利環境の変化を踏まえたバランスシート 
運営を強化しています。預金は給与・年金振込先など粘着性の高い個人 
取引を中心に構成されているほか、貸出金は金利感応度の高い住宅ローン
比率が約4割を占めるなど、個人分野に大きな強みをもっています。このような
個人分野の強みに加え、ストラクチャードファイナンスなどの法人分野も 
さらに充実させることにより、預貸金の利回り差を拡大させてまいります。

ROEの向上にはRORAの改善が欠かせない要素の 
一つであり、コアビジネス領域の増強と戦略領域への
リスクテイクを強化するなど、健全かつ収益性の高い
アセット配分を行っています。当行をメイン行とする
中小企業の増加に向けた積極的なリスクテイクを継続
するとともに、住宅ローンユーザーの付帯収益を拡大

利益成長のスピードをさらに加速させるため、 
IT・機械化、店舗・設備などの戦略投資の拡大や、
プロフェッショナル人財育成のための人的資本投資等
の拡充を行っており、物件費や人件費は増加傾向に 

させるなど、当行のコアビジネス領域の増強に努めて
まいります。また、戦略ファイナンス部を新設した 
こ と で、 ス ト ラ ク チ ャ ー ド フ ァ イ ナ ン ス な ど の 
機動的かつ能動的な案件組成力をさらに高め、RORAの
高い戦略領域へのリスクテイクを強化してまいります。

あります。一方、これらの投資の果実であるトップ 
ラインの増加により、OHRは着実に低下しており、
中長期的には50%程度まで低下させてまいります。

価値創造に向けた戦略

市場評価としてのPBR向上に向けて、RORAの改善
と自己資本水準のコントロールを通じてROEを向上
させるとともに、株主資本コスト引き下げと利益の 
持続的成長によってPERを向上させていく双方の 
アプローチが重要であると認識しています。

ROEの向上に向けて、経営資源の最適配分を進め、
金利上昇局面におけるバランスシート運営を強化する
とともに、コアビジネス領域と戦略領域への適切な 
リスクテイクにより健全かつ収益性の高い貸出金を 
増強し、RORAの改善を図っています。また、株主 

還元を総還元性向40%程度から配当性向40%以上へ
変更するとともに、自己株式取得は資本効率や市場 
動向、中長期的な成長に向けた投資機会等を踏まえ 
機動的に実施する方針へと変更するなど、株主還元 
および健全性、資本効率の最適なバランスを追求して
います。

PERの向上については、資本政策や財務情報のみ 
ならず、ESGをはじめとした非財務情報の開示充実を
進め、経営の透明性を高めることで、情報の非対称性を
緩和させるなど、株主資本コストの低減を図っています。

企業価値向上に向けた取り組み

ROE向上に向けた取り組み

PBR向上に向けたロジックツリー

単体OHR（経費／コア業務粗利益）

①トップラインの向上

②経費コントロール

③最適なアセットアロケーション

PBR向上に向けた考え方 主な取り組み

トップラインの向上

株主還元の充実

最適なアセット
アロケーション

レジリエンス･
ガバナンスの強化

経費コントロール

情報開示の充実
とIR活動の推進

健全なキャピタル
アロケーション

サステナビリティ
経営の推進

● �環境変化を踏まえたバランスシート運営の強化
● �カスタマイズサービスによるメイン化推進

● �利益成長と株主還元方針の変更による還元増強 
変更前：総還元性向40%程度　変更後：配当性向40%以上

● �健全かつ収益性の高いアセットの増強による 
地域の持続的成長と当行の採算性の向上

● �監査等委員会設置会社への移行と取締役会の実効性向上
● �リスク管理態勢の強化に向けた組織改定

● �新勘定系システムを活用した成長投資の加速と 
トップライン増強によるOHRの低減

● �ステークホルダーとのコミュニケーション強化による 
情報の非対称性緩和

● �健全性、資本効率、株主還元の最適なバランス
● �政策保有株式のさらなる縮減

● �長期ビジョンおよび中期経営計画の上方修正
● �サステナビリティの取り組み強化

PBRの
向上

PERの
向上

ROEの
向上 RORA改善

株主資本コスト
の引き下げ

利益の
持続的成長

自己資本水準の
コントロール

当期純利益 当期純利益

リスクアセット

自己資本 リスクアセット

自己資本

預金
5.6兆円

その他負債� 0.6兆円

その他資産� 0.1兆円

日銀預け金　� 0.8兆円

有価証券　1.1兆円

純資産� 0.3兆円

貸出金
4.5兆円

1.7兆円 4.4兆円

0.9兆円

0.2兆円

1.7兆円

0.8兆円

0.1兆円

住宅ローン 個人

一般法人

公金等

中小企業

上場地銀7位* 上場地銀2位*

円債

ストラクチャード
ファイナンス

26/3単体総資産 6.6兆円

住宅ローン
比率

個人預金
比率

変動金利
比率

個人預金に占める
給振･年金先比率

39.2% 78.9%95.0% 52.0%

貸出金利回り

預金利回り

預貸金利回り差

0.18 0.200.180.17
0.06

1.12 1.141.091.050.92

1.45

0.37

0.85 0.87 0.91 0.93 0.93
1.08

2025年度
1Q～3Q

2025年度
1Q～4Q

2025年度
1Q～2Q

2025年度
1Q

2024年度 2026年度
計画

預貸金利回り差の推移（%）

オムニチャネルの進化 店舗営業体制の見直し物件費

物
件
費

人
件
費

OHR人件費 税金

物件費
減価償却費
(うち新勘定系システム)

システム保守費等

+21.6
(+18.9)

+7.4

人件費

税金

報酬給与・賞与等

新勘定系システム更改関連

+9.2

△14.8

26/3期の主な増減要因（億円）

● 戦略投資の拡大

多様なプロフェッショナル人財の育成● 人的資本投資等の拡充

店舗・設備投資

● アプリ・法人IBの機能強化
● データ利活用等の基盤構築 など

● 地域や店舗特性に合わせた
   建替移転、レイアウト変更 など

中長期的に
50％程度へ

24/3
26

176

141

344

63.79%

26/3
29

193

193

416

66.58%

25/3
42

182

172

397

70.09%

27/3（計画）
37

203

221

462

63.14%

+18 +45

+28

+9

+7

+46 +12

+20

+11

△13

IT・機械化投資

継続的な賃上げ
4年連続で5%超

キャリア採用の拡大
計画以上のペースで採用

研修体系の整備
研修費用を前年比40％超

職員持株会の奨励金引上げ
7%から20%へ

（億円）

（億円） （億円）

※金額は投資額（左記経費とは異なる）

26/3実績

68

27/3計画

115

26/3実績

17

27/3計画

29

メイン先の拡大に向けた
積極的なリスクテイクを継続

住宅ローンユーザーの付帯収益拡大
審査の高度化による案件獲得の強化

LBOを含めたRORAの高い
分野へのリスクテイクを強化

コアビジネス領域 戦略領域
恵まれたマーケットを

活かした
アロケーション

新たな成長に向けた
アロケーション 推進・管理体制の

構築に伴い
リスクテイクを拡大

*戦略領域の中小企業向け貸出を除く

リスク・アセット増加イメージ セグメント別RORA

26/3：実線、27/3（計画）：破線、円の大きさは収益額（億円）

26/3

26,979

中小
企業

中小企業

住宅ローン

27/3（計画） 1.5%
0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

2.5% 3.5%

27,840

*

住宅
ローン 大企業等

大企業等

ストラクチャード
ファイナンス

ストラクチャード
ファイナンス

その他

ROA
コア業務粗利益

RORA
コア業務粗利益

*出所：上場地銀73行・グループの2026年3月期決算より当行算出
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※ 2026年5月に「総還元性向40％程度」から「配当性向40％以上」へ変更

資本効率

▶�次期中期経営計画中に株主資本 
コストを上回るROE水準を目指す

ROE
26/3

5.4%

25/3

4.5%

健全性

▶�自己資本比率は10%台を目安とし、 
十分な自己資本を確保する

● �配当性向40%が業界スタンダードになりつつあり、株主還
元方針見直しを検討してはどうか。

● �個人株主が多いので配当を厚くしても良いのではないか。

● �ROE8%に到達する時期を一つの目安としていたが、2026
年2月の目標上方修正により、ROE8%に到達する時期が
不明瞭になった。

自己資本
比率

26/3

10.55%

25/3

10.78%

株主還元

▶�安定配当を基本としつつ、 
配当性向40％以上※とする

配当性向
26/3

31.8%

25/3

28.8%

価値創造に向けた戦略

中期経営計画　基本戦略④ 経営基盤改革

資 本 政 策 に つ い て は、「 健 全 性 」「 資 本 効 率 」 
「株主還元」の最適なバランスを追求し、健全経営と
内部留保の充実に努めるとともに、ステークホルダー
の皆さまへの適切な利益配分を行うなど、持続的な 
企業価値の向上につなげてまいります。

健全性については、上場企業としてのガバナンスと、
金融インフラとしてのガバナンスを考慮する必要が 
あり、双方を一定のレンジでコントロールし、連結 
自己資本比率10%台を目安として設定しています。

政策保有株式については、残高縮減を基本方針とし、

2026年5月の取締役会において、株主還元方針の
変更が決議され、株価や資本コストを意識した経営の
もと株主の皆さまに対する還元の充実を図るため、 
利益成長を通じた1株当たりの配当金の安定的な増加
を基本とすることとしました。これにより、株主還元
をこれまでの総還元性向40%程度から配当性向40%
以上へと変更するとともに、自己株式取得を資本効率

連結純資産に占める政策保有株式の割合を10％未満
とすることを目標としており、地域金融機関として、
取引先および当行グループの企業価値の維持・向上に
資すると判断される場合や、地域の開発、振興に寄与
し発展に貢献するなどの場合において保有することと
しています。2026年3月期の割合は、11.4%と前年比
増加に転じていますが、これは株価上昇と地域の 
非上場企業への投資が要因であり、上場企業向けの 
簿価残高は着実に減少しています。

や市場動向、中長期的な成長に向けた投資機会等を 
踏まえ機動的に実施してまいります。

この方針に従い、2027年3月期の年間配当は1株 
当たり24円増配の66円を予定しており、配当性向は
40%以上となる見通しです。また、資本効率の向上を
図るため、上限110億円の自己株式取得を公表しており、
増配、自己株式取得はともに6年連続の実施となります。

資本政策の方向性（すべて連結、ROEは株主資本ベース）

株主・投資家との対話を踏まえた対応例

キャピタルアロケーション 政策保有株式の状況

④健全なキャピタルアロケーション

①情報開示の充実とIR活動の推進

⑤株主還元の充実

ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションを 
強化することで情報の非対称性が緩和され、当行グループ
への成長期待の醸成にもつながると考えています。本書
ではステークホルダーを4つに大別し、具体的な事例を 
お示ししてご説明しています（P.67～70）。株主・投資家の 

皆さまとのコミュニケーションにおいては、対話の中で 
得た気づきをベースに行内で議論を重ね、「株主還元方針
の変更」や「次期中期経営計画目標の参考開示」などを
行うこととしました。今後もステークホルダーの皆さまと
の対話を踏まえた気づきを経営に反映させてまいります。

PER向上に向けた取り組み

24/3 26/3

10.66%

1.13%
累積利益

▲0.76%

▲0.46%
10.55%

資本配賦･
株主還元

上場企業としての
ガバナンス

自己資本
比率

適正水準
10％台

リスク
アセット
増加等

株主還元

資本蓄積資本蓄積資本蓄積
金融インフラとしての

ガバナンス
金融インフラとしての

ガバナンス
金融インフラとしての

ガバナンス

上昇
要因

181

323

22/3

176

336

23/3

97

344

24/3

91

301

25/3

106

377

26/3 27/3（計画）

簿価残高

政策保有株式（時価）／純資産（連結）
時価残高

10.9% 11.3%
10.4%

9.7%

11.4%

（億円）

10%
未満へ

● 株価上昇
● 地域の非上場企業へ投資

+15
上　場 △10
非上場 ＋25　

株主還元方針の変更
● �総還元性向40％程度から配当性向40%以上へ

次期中期経営計画目標の参考開示
● �30/3期のROE目標を参考開示し、次期中期経営計画に

おいて株主資本コストを上回るROEの達成を目指す

2026年5月

2026年5月

主な取り組み主なご意見

24

24

21/3

26
11
38

22/3

28
9
38

23/3

30

14
45

24/3

37

15
53

25/3

51

14
66

26/3 27/3（予想）

自己株式取得
● 6年連続実施予定
● 上限110億円の
　自己株式取得を公表

配当
● 6年連続増配予定
● 配当性向40％以上

19.0 20.5 22.0 24.0
30.0

42.0

66.0

1.5円
増配

1.5円
増配

2.0円
増配

6.0円
増配

12.0円
増配

24.0円
増配予定
24.0円
増配予定

変更前
● 安定配当を基本としつつ
   総還元性向40%程度とする

変更後
● 安定配当を基本としつつ
   配当性向40%以上とする
● 自己株式取得は機動的に実施

1株当たり配当金
（円）

配当総額
（億円）

自己株式取得
（億円）

配当性向（連結） 33.6% 23.6% 26.8% 27.5% 28.8% 31.8% 40%以上
総還元性向（連結） 33.6% 34.0% 36.5% 41.3% 41.3% 41.2% －
親会社株主に帰属する当期純利益 73億円 111億円 103億円 108億円 127億円 159億円 190億円

総還元性向40%程度 配当性向40%以上
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　お客さまの課題解決に直結するソリューション分野を中心にさまざまな施策が実現しています。2025年10月に

は、株式会社りそなホールディングスおよび株式会社りそな銀行が株式会社ブレインパッドと共同で開発した銀行

業務支援ツール「Data Ignition」を導入し、AIを活用したマーケティング業務の効率化を図るなど、シナジー効

果をさらに加速させています。

　こうした取り組みの結果、提携効果は

4年累計で約110億円となり、計画して

いた5年累計で100億円を早期に達成し

ました。今後は連携分野の拡大を視野に

入れながらリレーションを強化し、提携

効果を一層高めてまいります。

～23/3

約10億円

24/3

約50億円

25/3

約75億円

26/3

約110億円

1年前倒しで
計画達成

さらなる
積み上げへ

27/3（計画）

提携効果イメージ
5年累計 100億円
提携効果イメージ

5年累計 100億円

株式会社りそなホールディングスとの戦略的業務提携
　2021年8月、当行と同じく首都圏に強固な基盤を 

持つ株式会社りそなホールディングスと戦略的 

業務提携に関する協定を締結しました。デジタル・ 

ソリューション・人財育成の3つの分野において、 

情報、ノウハウを相互に活用し、地域のお客さまの

さらなる利便性と生産性の向上を図るとともに、 

さまざまな金融サービスを通じて最適なソリューション

を提供してまいります。

デジタル
● バンキングアプリの稼働
● 銀行業務支援ツール「Data Ignition」の導入

ソリューション

● 相互紹介によるシンジケートローン組成連携
● ビジネスマッチング商談会の共催
● グループ会社提携強化
● ファンドラップの残高積上

人財育成
● 株式会社りそな銀行との人財交流拡大
● 共同研修による人財交流

  実現した主な提携施策

  提携効果

価値創造に向けた戦略

提携効果（累計、両行合計）

中期経営計画　基本戦略④ 経営基盤改革

あらゆる戦略の土台となるガバナンスの強化を
図るため、2026年6月に監査等委員会設置会社へ
移行しました。移行の目的は、「経営に対する 
監督の強化」「取締役会の実効性の向上」「経営の
意思決定の迅速化」の3点となります。併せて、
リ ス ク 管 理 態 勢 の 強 化 に も 取 り 組 ん で お り、 
ALMの高度化などを図るため経営管理グループ
を新設したほか、内部監査体制の高度化に向け 
監査企画グループを新設するなど、大きく変化する
金融環境に柔軟に対応するための態勢を整備して
います。

社会課題の解決に向けた取り組みを一層推進 
するため、当行グループとの親和性を踏まえて 
解決に挑戦するべきマテリアリティを「地域経済・
社会」「ダイバーシティ&インクルージョン」 

「環境保全」と特定してアプローチしています。
それぞれにサステナビリティKPIを設定し、社会
課題の解決を起点にソリューションを展開して 
いくことで、当行グループに対する収益機会が 
創造されていきます。つまり、長期ビジョンで 
お示ししている社会価値と経済価値を両立させる
ことで、利益の持続的成長への期待が高まり、 
当行グループの企業価値の最大化につながるものと
考えています。

②レジリエンス・ガバナンスの強化

③サステナビリティ経営の推進

社会課題の解決を起点に社会課題の解決を起点に
社会価値と経済価値を両立させ社会価値と経済価値を両立させ
企業価値の最大化に挑戦します企業価値の最大化に挑戦します

リスク管理態勢の強化に向けた主な取り組み

顧客保護
● �お客さま本位の業務運営の推進
● �利益相反管理態勢の強化

コンプライアンス
● �AML／CFTの高度化
● �サードパーティリスク管理態勢の強化

BCP
● �大規模災害に耐えうる業務継続体制構築
● �サイバーセキュリティへの対応強化

統合的
リスク管理

● �リスクアペタイト・フレームワークの活用による
多様化するリスクへの対応強化

内部監査

● �経営監査に向けた段階的な高度化
● �グローバル内部監査基準に基づく継続的な品質評価

経営管理
グループ

大きく変化する金融環境に対し、
ALMの高度化や資本マネジメント
強化を図る

新
設

監査企画
グループ

内部監査体制の高度化に向け、
監査手法の見直しや
監査品質の評価・向上を図る

新
設

社
会
価
値

サステナビリティKPI

経
済
価
値

財務KPI

社会価値と経済価値の両立

※株主資本ベース

資本効率性

ROE※

10.0%以上

収益性

当期純利益
350億円以上

健全性

自己資本比率
10%台

取引先企業の 
生産性向上

県内の雇用 
機会の創出

個人保有 
資産の向上

誇り・ 
自己実現

女性活躍 
推進

環境対応
ソリューション

イノベーションの創出 お客さまと当行のCO2削減

高齢者向け
ソリューション

ライフプラン
ソリューション

経営課題
ソリューション

地域共創
ソリューション

長期ビジョン
「＋αVision 90」 〜未来創造への挑戦〜
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